
福島再生加速化交付金（長期避難者生活拠点形成）
（コミュニティ復活交付金）

基幹事業

１

番号 事業名 番号 事業名

D－12 地域介護・福祉空間整備推進事業

D－13 被災者生活支援事業

D－14 社会福祉施設等施設整備事業

A－２ 災害公営住宅家賃低廉化事業 E－１ 「農」のある暮らしづくり事業

A－３ 東日本大震災特別家賃低減事業

A－４ 公営住宅等ストック総合改善事業 F－１ 道路事業

F－２ 下水道事業

B－１ 交通安全施設等整備事業 F－３ 都市公園事業

Ｆ－４ 水道施設整備事業

C－１ 公立学校施設整備費国庫負担事業

C－２ 学校施設環境改善事業 G－１ 廃棄物処理施設改良・改修事業

C－４ 埋蔵文化財発掘調査事業

Ｈ－１ 保育所等の複合化・多機能化推進事業

D－７ 介護基盤復興まちづくり整備事業 Ｈ－２ 認定こども園整備事業

D－８ 介護基盤の緊急整備等特別対策事業 Ｈ－３ 保育所緊急整備事業

D－９ 施設開設準備経費助成特別対策事業 Ｈ－４ 放課後児童クラブ整備事業

D－10 定期借地権利用による整備促進特別事業 Ｈ－５ 児童福祉施設等整備事業

D－11 地域介護・福祉空間整備等施設整備事業 Ｈ－６ 子育て支援のための拠点施設整備事業

環境省

こども家庭庁

厚生労働省

生
活
拠
点
事
業

国土交通省

関
連
基
盤
整
備
等
事
業

A－１
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整
備、災害公営住宅に係る用地取得造成等）

農林水産省

国土交通省

関
連
基
盤
整
備
等
事
業

警察庁

文部科学省

















C-4．埋蔵文化財発掘調査事業

①大規模な開発事業等が予想される地域において、埋蔵文化財の所在の有無、
所在する場合の範囲及び性質（年代等）を明らかにし、開発事業等の内容、ス
ケジュール等を調整するために行う遺跡の試掘等による総合調査
②埋蔵文化財の記録の作成又は保存に必要な資料を得るために行う発掘調
査及び発掘された資料の保存整理 等

個人住宅・店舗等の新築、改修等、長期避難者の生活拠点の形成に伴う埋蔵文化財発掘調査を迅速
に実施するために必要となる費用を支援するための事業。

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県・市町村

国：1/2
地方公共団体（福島県・県内市町村）：1/2

事業実施主体

都道府県・市町村

発掘調査

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

補助対象・補助要件

発
掘
作
業
計
画
の
策
定

重

機

掘

削

包
含
層
の
掘
削

遺
構
検
出
掘
削

記
録
の
作
成

実
測
・
写
真

補

足

調

査

埋

め

戻

し

発掘作業

測量基準点の設置
発掘区・ｸﾞﾘｯﾄﾞの設定

発掘作業の流れ
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D-8．介護基盤の緊急整備等特別対策事業

・・・助成単価（例）：小規模特別養護老人ホーム/１床あたり400万円
  認知症高齢者グループホーム/１施設あたり3,000万円
  小規模多機能型居宅介護事業所/１施設あたり3,000万円 等

交付団体

基本国費率

市町村、社会福祉法人等

国 ： 定額

事業実施主体

都道府県

地域の介護ニーズに対応するための小規模な特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム
等の地域密着型施設の整備に係る費用を支援する。

事業概要

補助対象・補助要件

施設種別 助成単価

小規模特別養護老人ホーム 2,000～4,000千円（１床あたり）

小規模ケアハウス 2,000～4,000千円（１床あたり）

小規模老人保健施設 25,000～50,000千円（１施設あたり）

認知症高齢者グループホーム 15,000～30,000千円（１施設あたり）

小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～30,000千円（１施設あたり）

主な助成単価
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D-9．施設開設準備経費助成特別対策事業

交付団体

基本国費率

都道府県、市町村、
社会福祉法人等

事業実施主体

都道府県

特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備に係る費用を支援する。

事業概要

（広域型含む）特別養護老人ホーム、老人保健施設、ケアハウス（特定施設）、養護老人
 ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所

補助対象・補助要件

国：定額
１床あたり
60万円以内

対象経費（例）：
 
 ○施設の開設に当たり必要となる初年度設備    
 ○開設のための普及啓発経費

（地域住民の事業に対する理解を深めるための連絡会等の開催、
利用希望者本人や家族への施設概要説明・処遇内容等の紹介）

 ○職員の募集経費
（広報誌発行、説明会開催等の活動費）

 ○開設に当たっての周知・広報経費（パンフレット、ホームページの開設等のＰＲ費用）
 ○開設準備事務経費

（経営コンサルタント<会計処理、労務管理、開設届出書類等の作成等>に要する経費）
 ○その他開設の準備に必要な経費

１２



D-10．定期借地権利用による整備促進特別事業

交付団体

都道府県・市町村、社会福祉法人等

事業実施主体

都道府県

施設等用地の確保を容易にすることを通じて、介護施設等の整備を促進するため、定期借地権設定に際
して土地所有者に支払われた一時金について支援する。

事業概要

○（広域型含む）特別養護老人ホーム、老人保健施設、ケアハウス（特定施設）、
養護老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所

○助成対象の一時金は、地代の前払いの性格を有するものに限り、保証金は対象外とする。
  定期借地権の設定期間は、５０年間以上を想定。

補助対象・補助要件

○国 ： 定期借地権設定に伴い授受される一時金（※）の半額を助成
    （ ※ 敷地の路線価評価額の１／２を助成対象の上限とする。 ）

基本国費率
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D-11．地域介護・福祉空間整備等施設整備事業
交付団体

基本国費率

事業実施主体

市町村、
社会福祉法人等

都市型軽費老人ホームの整備や介護関連施設における施設内保育施設の整備等の先進的な
事業を行うための基盤整備に係る費用を支援する。

事業概要

○ 都市型軽費老人ホーム整備事業：要介護度は低いものの、見守り等が必要なため居宅において生活が困難な高齢者に
対応するため、都市型軽費老人ホームを整備するために交付金を交付。

補助対象・補助要件

○ 施設内保育施設整備事業：介護関連施設等において施設内保育施設を整備するために交付金を交付。

○ 緊急ショートステイの整備事業：虐待のほか、要介護者の急な疾病等に対応するための緊急ショートステイ用個室を整備するために
交付金を交付。

○ 市町村提案事業：市町村から提案された全国的に見て先進的な事業を支援するために交付金を交付。

○ 小規模な養護老人ホーム整備事業：要介護度が低いものの、低所得で居宅での生活が困難な高齢者も住み慣れた地域で生活
がつづけられるよう、小規模な養護老人ホームを整備するために交付金を交付。

○ 地域支え合いセンター整備事業：高齢者の生きがい活動や地域貢献等を目的としたＮＰＯ法人などの非営利組織の活動拠点と
なる「地域支え合いセンター」のモデル的な整備をするために交付金を交付。

都道府県

整備区分 単位 配分基礎単価 整備区分 単位 配分基礎単価

都市型軽費老人ホーム整備事業 整備床数 １，５００千円 市町村提案事業 施設数 ３０，０００千円

施設内保育施設整備事業 施設数 １０，０００千円 小規模な養護老人ホーム整備事業 整備床数 ２，０００千円

緊急ショートステイの整備事業 整備床数 １，０００千円 地域支え合いセンター整備事業 施設数
（創設）３０，０００千円

（改修）６，５００千円
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D-12．地域介護・福祉空間整備推進事業
交付団体

基本国費率

事業実施主体

市町村、
社会福祉法人等

地域密着型サービス等の導入や「地域介護・福祉空間整備等施設整備事業」による先進的事
業の実施のため、特に必要と認められる場合、設備やシステムに係る費用を支援する。

事業概要

補助対象・補助要件

都道府県

【交付対象】 次に掲げる事業に必要な設備の整備等に要する経費

○ 定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業
○ 高齢者と障害者や子どもとの共生型サービスを行う事業
○ 「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、地域における包括的なサービスを推進する事業
○ 地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する事業
○ その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことができるよう支援する事業
○ 都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業
○ 介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への転換整備に必要な事業
○ 訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置に要する事業

整備区分 単位 配分基礎単価 整備区分 単位 配分基礎単価

● 定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業 施設数 １０，０００千円
● その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことがで

きるよう支援する事業
施設数 ３，０００千円

● 高齢者と障害者や子どもとの共生型サービスを行う事業 施設数 ３，０００千円 ● 都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業 整備床数 ３００千円

● 「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、
地域における包括的なサービスを推進する事業

施設数 ３，０００千円
● 介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への

転換整備に必要な事業
整備床数 １５０千円

● 地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する
事業

施設数 ３，０００千円
● 訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設

置に要する事業
施設数 ３，０００千円
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D-13．被災者生活支援事業

補助対象・補助要件

交付団体

基本国費率

福島県
受入先市町村
避難元市町村

定額 等

事業実施主体

福島県等

避難先市町村の居住制限者である高齢者、障害者（児）等に対して必要となる相談、介護、生活支援
等の提供体制づくりの推進を図るための費用を支援する。

事業概要

○専門職種による相談・生活支援

要介護高齢者等の安心した生活を支援するため、専門職種の者による相談や生活支援を実施

○介護等のサポート拠点の運営等

要介護高齢者等の安心した生活を支えるため、総合相談、デイサービス、訪問サービス、生活支援
サービス等を包括的に提供するサービス拠点の運営等を実施

○専門職種による相談・生活支援
・ 要介護高齢者、障害者（児）等に対する介護支援専門員、保健師、社会福祉士、

相談支援専門員等の専門職種の者によるニーズの把握等の必要な情報収集
・ 高齢者等の健康、生きがいづくりや社会参加を支援する事業
・ 心の健康を保持するための臨床心理士等による相談活動

○介護等のサポート拠点の運営等
・ サポート拠点の機能は以下の内容を地域の実情に応じて、様々に組み合わせて

行うことが可能である。
ⅰ総合相談（LSA（生活援助員）、心のケア等）、ⅱデイサービス、
ⅲ訪問サービス（訪問介護、訪問看護等）、ⅳ地域交流サロン、ⅴ配食サービス、
ⅵ被災地域におけるボランティア活動の拠点、ⅶ生活不活発病の予防のための活動の拠点、
ⅷその他要介護高齢者・障害者（児）・子育て支援等の安心した生活の支援に資する機能

取組例
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D-14．社会福祉施設等施設整備事業

社会福祉法人等（平成１７年１０月５日厚生労働省発社援第１００５００３号「社会福祉施設等施設整
備費の国庫負担（補助）について」の別紙「社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱」の第２の
４③欄）が社会福祉施設等の整備に係る費用を支援する。

事業概要

都道府県・指定都市・中核市

補助事業者

社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、
公益社団法人、公益財団法人、特例民法
法人、NPO法人、営利法人等

事業実施主体

１／２（国１／２、都道府県等１／４、事業主１／４）
※別途、地方負担軽減措置を講じる。

基本国費率

※ 整備のイメージ
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長期避難者を受け入れている自治体の基盤整備等を推進するため、認定こども園の整備に係る費用
を支援する。

H-2．認定こども園整備事業

認定こども園法に基づく認定こども園の新設、増築、増改築等

補助対象

交付団体

基本国費率

事業概要

市町村

社会福祉法人

学校法人（幼稚園型認定こども園を構成する幼稚園の

設置者と同一の学校法人の場合に限る。）

事業実施主体

都道府県

設置主体（事業者）

国：１／２、市町村：１／４、事業者：１／４

※別途、地方負担軽減措置を講じる。
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H-3．保育所緊急整備事業

保育所について行う新設、増築、増改築等

補助対象

交付団体

基本国費率

市町村

国：１／２、市町村：１／４、事業者：１／４

なお待機児童が一定数以上存在するなどの要件に該当する場合は、基本国費率２／３。

（ただし、過疎、公害等の特別措置法等により補助率が別に定められている場合はこれによらない）

事業実施主体

都道府県

長期避難者を受け入れている自治体の基盤整備等を推進するため、保育所の整備に係る費用を支援
する。

事業概要

設置主体（事業者）

社会福祉法人、公益法人、日本赤十字社

※別途、地方負担軽減措置を講じる。
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H-4．放課後児童クラブ整備事業

長期避難者を受け入れている自治体の基盤整備等を推進するため、放課後児童クラブの整備に係る
費用を支援する。

事業概要

放課後児童クラブについて行う新設、改築等

補助対象

交付団体

基本国費率

都道府県、指定都市又は中核市

事業実施主体

都道府県、指定都市又は中核市

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

国：１／３、指定都市又は中核市：２／３
国：１／３、都道府県：１／３、市町村：１／３
国：１／３、都道府県、指定都市又は中核市：１／３、事業者：１／３

設置主体

指定都市、中核市、市町村又は社会福祉法人等
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H-5．児童福祉施設等整備事業

長期避難者を受け入れている自治体の基盤整備等を推進するため、児童福祉施設等の整備に係る費
用を支援する。

事業概要

児童福祉施設等（次世代育成支援対策推進法第１１条第１項に規定する交付金に関する省令第１条第２項
に規定する施設）について行う新設、増築、増改築等

補助対象

交付団体

基本国費率

事業実施主体

都道府県、指定都市、中核市又は市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

都道府県、指定都市、中核市又は市町村

国：１／２、都道府県、指定都市、中核市又は市町村：１／２
国：１／３、都道府県、指定都市又は中核市：２／３（児童厚生施設の場合のみ）
国：１／３、都道府県：１／３、市町村：１／３（児童厚生施設の場合のみ）
国：１／２、都道府県、指定都市、中核市又は市町村：１／４、事業者：１／４
国：１／３、都道府県、指定都市、中核市又は市町村：１／３、事業者：１／３（児童厚生施設の場合のみ）

設置主体

都道府県、指定都市、中核市、市町村又は社会福祉法人等

２８



H-6．子育て支援のための拠点施設整備事業

長期避難者を受け入れている自治体の基盤整備等を推進するため、子育て支援のための拠点施設の
整備に係る費用を支援する。

事業概要

子育て支援のための拠点施設について行う新設、改築等

補助対象

交付団体

基本国費率

市町村

国：１／２、市町村：１／２

事業実施主体

都道府県

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

設置主体

市町村 ※ 子育て支援のための拠点施設の運営については、社会福祉法人等の適切な主体に委託可能。

２９


